
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　吸音軽量内装材の一部を構成する吸音材 (12)および／または補強材 (14)に、少なくとも
イソシアネートを含有するバインダを付与し、該バインダに所定量の水および触媒等を供
給した後、吸音材 (12)および／または補強材 (14)に表皮材 (16)を積層して加熱・加圧する
ことで、積層状の吸音軽量内装材を製造する方法であって、
　前記バインダとして、予め別工程で少なくもポリオール成分および該ポリオール成分に
対し

過剰なイソシアネート成分を混合して得られる、６０℃以下で半
硬化状態をなすプレポリマー (P)を使用し、
　前記プレポリマー (P)を加熱し溶融状態とさせることで、前 強材 (14)

に所定量付与
　

するようにした
ことを特徴とする吸音軽量内装材の製造方法。
【請求項２】
　

【請求項３】
　前記プレポリマー (P)の付与量は、１０～６０ｇ／ｍ２ の範囲に設定される請求項１ま
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、ポリオール成分に対する混合量を示すイソシアネートインデックスが、少なくとも
２５０以上に設定される

記補 の吸音材 (12)
と積層される側の表面 すると共に、

前記吸音材 (12)に、前記プレポリマー (P)が重合・樹脂化して接着作用を発現させるた
めの水分および触媒を付与

６０℃以下で半硬化状態をなす前記プレポリマー (P)の分子量は、４００～１０ ,０００
の範囲とされる請求項１記載の吸音軽量内装材の製造方法。



たは２記載の吸音軽量内装材の製造方法。
【請求項４】
　前記プレポリマー (P)の溶融温度は、６０～８０℃の範囲に設定される請求項１～３の
何れかに記載の吸音軽量内装材の製造方法。
【請求項５】
　前記プレポリマー (P)の溶融時の粘度は、０ .１～１００Ｐａ・Ｓの範囲に設定される請
求項１～４の何れかに記載の吸音軽量内装材の製造方法。
【請求項６】
　前記吸音軽量内装材を一体的に積層するための加熱・加圧を実施するプレス時間は、６
０秒以下に設定される請求項１～５の何れかに記載の吸音軽量内装材の製造方法。
【請求項７】
　前記一体的に積層した吸音軽量内装材における表皮材 (16)が備えられる反対面には、接
着層 (18)を介して裏面材 (20)が付与されている請求項１～６の何れかに記載の吸音軽量内
装材の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
この発明は、吸音軽量内装材の製造方法に関し、更に詳細には、車両用、例えば成形天井
材等に代表される自動車用の内装材に好適に使用可能で、該内装材に必要とされる軽量性
、剛性および吸音性等の諸性質に優れた吸音軽量内装材の製造方法に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
例えば自動車用の成形天井材に代表される車両用の吸音軽量内装材７０は、軽量性、吸音
性、剛性および外観性の点から、図４に示す如く、連通気泡構造を有する軽量なポリウレ
タンフォームシートからなる吸音材１２と、この吸音材１２の両面に配置されるガラスマ
ット等からなる補強材１４ ,１４と、更に該補強材１４ ,１４両表 (外側 )面に夫々配置され
る表皮材１６または裏面材２０とから構成されている。また前記表皮材１６としては、不
織布、織布または編布等の美麗な外観を提供し得る素材が用いられている。
【０００３】
前記吸音軽量内装材７０は、例えば以下に記載する製造工程に従って製造される。
▲１▼芯材としての役割を担う前記吸音材１２の両面に対して、バインダとしてのイソシ
アネートを所定量付与すると共に、該吸音材１２に積層するべき各部材を準備する。
▲２▼前記吸音材１２に対して、既に付与されているバインダを反応させて尿素結合を形
成するに充分な水および触媒を付与する。
▲３▼水および触媒が付与された前記吸音材１２の両面に、予め準備された補強材１４ ,
１４を積層し、更に両補強材１４ ,１４の (外側を指向する )表面に、一般的に使用される
シート状ホットメルト型接着剤を夫々付与し、該ホットメルト型接着剤から形成される接
着層１８を介し、更にその表側面に表皮材１６を裏面側に裏面材２０を積層する。
▲４▼前述の作業で得られた各部材１２、１４、１６および２０からなる積層物に対して
、ホットプレスを施すことで該各部材１２、１４、１６および２０がバインダまたはホッ
トメルト型接着剤から形成される接着層１８によって、一体的に接着された吸音軽量内装
材７０を得る。
この製造において、前記バインダは基本的に前記吸音材１２と、補強材１４ ,１４との強
固な接着をなし、前記接着層１８は該補強材１４ ,１４と、表皮材１６または裏面材２０
との接着をなすものである。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
しかし、このような製造方法で得られる吸音軽量内装材７０は、自動車に設置された際に
車内空間側に位置する前記表皮材１６と、吸音性を発現する吸音材１２との間には、シー
ト状ホットメルト接着剤から形成された前記接着層１８が形成されてしまう。前記ホット
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メルト型接着剤は、通常、その内部にポリプロピレンシート (以下、ＰＰシートと云う )が
使用されているため、前記接着層１８においては全く通気性がないことが一般的であり、
このため前記表皮材１６側から入力されるノイズ等の吸収すべき音を反射させてしまい、
前記吸音材１２による吸音作用の発現が阻害されてしまう問題が指摘される。
【０００５】
このような問題を解決すべく、前記吸音軽量内装材７０の製造において、前記補強材１４
と表皮材１６との間については、前記接着層１８を使用せず、該補強材１４と吸音材１２
とを接着するバインダにより接着をなす方法が考えられる。前記バインダとして好適に使
用されるイソシアネートは、流動性の高い液状物であり、またホットプレスの際に前記各
部材１２、１４および１６が圧縮されるため、該バインダが補強材１４内を浸透して該補
強材１４と表皮材１６との間にも介在するようになるため、前述の間接的な接着効果が発
現されることになる。
【０００６】
しかしながら、前述のバインダによる接着は、以下の問題が指摘される。すなわち、
▲１▼前記バインダは液状であるため、前記補強材１４だけでなく表皮材１６にも浸透し
てしまう。前記表皮材１６は、吸音軽量内装材７０において車両内部、すなわち運転者等
の目に付く側に位置しているため美麗さが要求されるが、前記バインダが浸透してその表
面に染み出してしまい、その結果、見た目が悪くなる等の問題が生じる。
▲２▼前述の問題は、殊に使用されるバインダの量が多いときに顕著となるため、該バイ
ンダ量を低減することで改善も可能である。しかしこれは、前記吸音材１２と補強材１４
とを接着するバインダ量の減少を意味するものである。このため、前記吸音材１２および
補強材１４の接着強度が低下し、その結果、前記吸音軽量内装材７０全体としての剛性の
低下、部分的な接着不良の発生による凸凹の発生等といった問題が指摘される。
【０００７】
この他、同一出願人による以下の [特許文献１ ]に記載の「車両用成形天井及びその製造方
法」の如く、気体は通すが液体は通さない通気性シート状物と、通気性のある表皮とを積
層固着することで、優れた吸音性能を備えると共に、製造時に使用される硬化性液状樹脂
の染み出しを防止する発明も案出されている。しかしこの発明の場合、前述の如く特殊な
通気性シート状物を別途必要とするため、製造コストが増大してしまったり、重量が嵩ん
でしまう問題が指摘される。
【０００８】
【特許文献１】
特開２００２－１４４９７６号公報
【０００９】
【発明の目的】
この発明は、従来の吸音軽量内装材の製造方法に内在している前記問題に鑑み、これを好
適に解決するべく提案されたものであって、該吸音軽量内装材を構成する各部材の不充分
な接着状態と、表皮材からの接着成分の染み出しを回避するように、各部材のうち少なく
とも吸音材、補強材および表皮材を接着する際に使用されるバインダとして、６０℃以下
において半硬化状態となり、所定温度への加熱により速やかに熱硬化性を発現するプレポ
リマーを用いることで、該プレポリマーによる接着を行なうホットプレス時に、該プレポ
リマーの該表皮材からの染み出しを抑制し、美麗な表皮状態を有すると共に、充分な接着
がなされた吸音軽量内装材を製造する方法を提供することを目的とする。
【００１０】
【課題を解決するための手段】
　前記課題を克服し、所期の目的を達成するため本願の発明に係る吸音軽量内装材の製造
方法は、吸音軽量内装材の一部を構成する吸音材および／または補強材に、少なくともイ
ソシアネートを含有するバインダを付与し、該バインダに所定量の水および触媒等を供給
した後、吸音材および／または補強材に表皮材を積層して加熱・加圧することで、積層状
の吸音軽量内装材を製造する方法であって、
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　前記バインダとして、予め別工程で少なくもポリオール成分および該ポリオール成分に
対し

過剰なイソシアネート成分を混合して得られる、６０℃以下で半
硬化状態をなすプレポリマーを使用し、
　前記プレポリマーを加熱し溶融状態とさせることで、前 強材

に所定量付与
　

するようにしたことを特徴とする。
【００１１】
【発明の実施の形態】
次に、本発明に係る吸音軽量内装材の製造方法につき、好適な実施例を挙げて、添付図面
を参照しながら以下に説明する。本願の発明者は、吸音軽量内装材の一部を構成する少な
くとも吸音材、補強材および表皮材を接着する際に使用されるバインダとして、６０℃以
下において半硬化状態となり、所定温度への加熱により速やかに熱硬化性を発現するプレ
ポリマーを用いることで、該プレポリマーが付与された状態で積層された吸音材、補強材
および表皮材を積層状とするホットプレス時に、充分な接着をなし得ると共に、該プレポ
リマーの該表皮材からの染み出しを抑制し、美麗な表皮状態を有する吸音軽量内装材を製
造し得ることを知見したものである。なお、従来の技術で説明した同一部材については、
同じ参照番号を使用すると共に、詳細な説明を省略する。また本発明における半硬化状態
とは、所謂流動性はないものの、押圧等による変形は許容する程度の状態を指す。
【００１２】
　実施例に係る吸音軽量内装材の製造方法により製造される吸音軽量内装材１０は、図１
に示す如く、連通気泡構造を有し、所要の吸音性と軽量性とを併有するポリウレタンフォ
ームシート等からなる吸音材１２と、この吸音材１２の両表面に配置され、ガラスマット
等からなる補強材１４ ,１４と、更に該補強材１４ ,１４の両表面に夫々配置される表皮材
１６・裏面材２０とから構成される。そして前記各部材１２、１４および１６は、基本的
にバインダとして使用されるプレポリマーＰおよび未反応のＮＣＯ基の重合・樹脂化物に
よって相互に接着され、また前記裏面材２０については、所要のホットメルト型接着剤か
ら形成される接着層１８を介して接着されている。なお、本実施例においては、前記プレ
ポリマーＰは補強材１４の一方の表面に対して付与されることで製造されるものとする。
また製造に際して必要とされる、例えば得るべき吸音軽量内装材１０の大きさに合わせて
切断された前記吸音材１２や、所要の長さに切断することで前記補強材１４、表皮材１６

裏面材２０に夫々加工される基となる長尺物１３、
、長尺表皮材および長尺裏面材並びにシート状物に加工されたホッ

トメルト型接着剤 (シート状ホットメルト型接着剤 )については予め用意されているものと
する。
【００１３】
前記吸音材１２としては、連通気泡構造を有し、所要の吸音性と軽量性とを併有するポリ
ウレタンフォームシート、殊に該シート自体も剛性を有する硬質ポリウレタンフォームが
好適に使用される。前記補強材１４としては、前記吸音軽量内装材１０が必要とする剛性
と、軽量性とを併有し得るガラス繊維等をシート状としたガラスマットが好適に使用され
る。
【００１４】
また前記表皮材１６としては、その表面が美麗であり、かつ手触り等の触感に優れる、例
えば各種天然または合成繊維等から製造した不織布、織布または編布等が好適に使用され
る。前記裏面材２０としては、前記表皮材１６と同様の物質が使用される。しかし前記表
皮材１６と違い、その触感および美麗さ等について考慮する必要がないので、該表皮材１
６に比較して安価な素材も使用可能である。前記接着層１８を形成するホットメルト型接
着剤としては、一般的であるＰＰシートに積層されたシート状物であって、後述 ([００２
０ ])するプレポリマーＰ等が重合・樹脂化するに足る温度で軟化・熔融し、接着作用を発
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、ポリオール成分に対する混合量を示すイソシアネートインデックスが、少なくとも
２５０以上に設定される

記補 の吸音材と積層される
側の表面 すると共に、

前記吸音材に、前記プレポリマーが重合・樹脂化して接着作用を発現させるための水分
および触媒を付与

または 長尺性状の表皮材１６または長
尺性状の裏面材２０や



現する物質が好適に使用される。
【００１５】
また実施例に係る吸音軽量内装材の製造方法は、図２に示す如く、基本的にプレポリマー
準備工程Ｓ１、プレポリマー付与工程Ｓ２および積層一体化工程Ｓ３の各工程からなる。
前記プレポリマー準備工程Ｓ１は、本発明に係る吸音軽量内装材１０を構成する前記各部
材１２、１４および１６を強固に接着するプレポリマーＰとなる各原料、すなわち所要量
のポリオール成分および該ポリオール成分に対して過剰なイソシアネート成分を混合し、
該プレポリマーＰを得る工程である。前記プレポリマー付与工程Ｓ２は、前記プレポリマ
ー準備工程Ｓ１で得られたプレポリマーＰを加熱し溶融状態として、前記補強材１４の基
となる長尺材１３表面に所要量付与し、その後、該長尺物１３を所要の長さに切断するこ
とで、該プレポリマーＰが付与された補強材１４を得る工程である。前記積層一体化工程
Ｓ３は、前記プレポリマーＰが付与された状態の前記補強材１４に対して、該プレポリマ
ーＰが重合・樹脂化して接着作用を発現させるための水 (水蒸気であってもよいため、以
下、水分と云う )および触媒等を付与した後、他の部材１２、１６および２０等を積層し
た状態で所定温度の加熱 (１１０～１３０℃ )下で加圧 (プレス )する、所謂ホットプレスを
実行して積層状の吸音軽量内装材１０を得る工程である。
【００１６】
　そして前述の製造方法における各工程Ｓ１～Ｓ３は、例えば図３に示すような製造装置
３０により好適に実施される。前記製造装置３０は、以下の各部から構成される。すなわ
ち

プレポリマー準備工程Ｓ１を実施し、制御下に攪拌が可能な混合タンク３２ａを備え
る混合部３２。

前記長尺物１３に所定のテンションを掛けつつ、かつ図示しない駆動源により水平方
向への移送を行なうベルトコンベア等の移送手段４４と、該移送手段４４の移送経路途中
に配置され、移送中の長尺材１３表面に前記プレポリマーＰを加熱溶融下に付与する加熱
機構４３を備えるプレポリマー付与装置４２と、該プレポリマーＰが付与された長尺物１
３を所定の長さに切断する切断装置４６とを備え、前記プレポリマー付与工程Ｓ２を実施
するプレポリマー付与部４０。

前記プレポリマーＰの付与された補強材１４に対して 、該プ
レポリマーＰの重合・樹脂化に必要な水分および触媒を付与する水分・触媒付与機構５２
と、該プレポリマーＰの付与された補強材１４と、その他全ての各部材１２、１６、１８
および２０を連続的に供給しつつ積層状とする供給機構５４と、積層状とされた該各部材
１２、１４、１６、１８および２０を得るべき吸音軽量内装材１０の寸法に合わせて切断
する切断装置５６と、切断の完了した積層物から吸音軽量内装材１０を製造するホットプ
レス装置５８と、所要の後加工を実施し得る後加工装置５９とを備える積層部５０。また
各機構等は、図示しない駆動源により水平方向に移送する複数のベルトコンベア等の移送
手 より、接続されている。
【００１７】
(プレポリマー準備工程Ｓ１について )
前記プレポリマー準備工程Ｓ１は、前述した如く、前記混合タンク３２ａ内でプレポリマ
ーＰを得る工程である。前記プレポリマーＰは、基本的に所要量のポリオール成分と、該
ポリオール成分に対し過剰な量に設定されたイソシアネート成分を混合・攪拌することで
得られる。この工程によって得られるプレポリマーＰは、６０℃以下で半硬化状態となる
と共に、所定温度への加熱により速やかに熱硬化性を発現し、またその溶融時の粘度が、
０ .１～１００Ｐａ・Ｓの範囲となるように原料であるポリオール成分およびイソシアネ
ート成分が選択される。なおこの際、前記両物質の重合反応は、攪拌時に発生する反応熱
によって促進されるので、殊に重合のための触媒や加熱の必要はない。また本プレポリマ
ー準備工程Ｓ１で得られるプレポリマーＰは、前述した如く、６０℃以下では半硬化状態
となるが、これは言い換えれば６０℃を超えた温度、好適には６０～８０℃程度において
は溶融し、前述した粘度を有する流動物となるものである。
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【００１８】
ここで原料として使用される前記ポリオール成分としては、一般にポリオールと呼称され
る水酸基を２個以上有する化合物、例えばポリエーテルポリオール、ポリエステルポリオ
ール、ポリカーボネートポリオール、ポリカプロラクトンポリオール、エチレングリコー
ルまたはグリセリン等が単一または混合されている物質が好適である。この他、水酸基の
代わりにカルボン酸、アミン等の活性水素を有する化合物の併用も可能である。また前記
イソシアネート成分としては、トリレンジイソシアネート、ジフェニルメタンジイソシア
ネートまたはナフタレンジイソシアネート等が挙げられる。殊に製造コストの点から、ジ
フェニルメタンジイソシアネート (ＭＤＩ )の使用が好適である。
【００１９】
そして前述したプレポリマーＰの溶融温度は、基本的にその分子量によって決定され、該
分子量が小さい程、該溶融温度も低い値となる。前記溶融温度が、前述の６０～８０℃に
設定される場合、前記プレポリマーＰの分子量は４００～１０ ,０００程度が好適である
。そして前記プレポリマーＰの分子量は、前記ポリオール成分およびイソシアネート成分
の分子量と、攪拌、すなわち反応 (重合 )時間とにより決定される。例えば分子量が５００
程度のプレポリマーＰを得るに際しては、分子量２００程度のポリオールと、分子量３３
０程度のイソシアネートとを、反応時間２４時間程度で混合・攪拌すればよい。なお、こ
こで云う分子量は、全て数平均分子量を意味する。
【００２０】
このようにして得られたプレポリマーＰは、水分および触媒等の存在下において１１０～
１３０℃程度の温度を加えることで、瞬間的に重合・樹脂化反応が完了されて熱硬化型の
樹脂となるものである。従って、前記プレポリマーＰは、常温では取り扱い性の良好な固
体状態であり、６０～８０℃の加熱下では所定の粘度を持ち可逆性のある流動物状態であ
り、更に１１０～１３０℃程度の温度を加えた場合には熱硬化性を発現し、以後の高温に
対して不動体となる、といった挙動を示す物質である。
【００２１】
また、本発明に係るプレポリマーＰは、通常に使用されるイソシアネートだけのバインダ
に比較して、既に重合・樹脂化反応が途中まで進行している状態であるので、前述の熱硬
化型樹脂への反応進行も、より短時間で完了させることができる利点を有する。従って、
後述する積層一体化工程Ｓ３における各部材１２、１４および１６等を積層体とするため
のホットプレス時間が短縮可能、すなわち供給する総熱量の低減も可能とされる。この作
用により、このホットプレスにおけるバインダの瞬間的な溶融に伴う前記表皮材１６への
該バインダの染み出しや、該表皮材１６に対する加熱に伴う、例えば植毛材の毛倒れおよ
び変色等の悪影響を大きく抑制し得る。
【００２２】
前記ポリオール成分と、イソシアネート成分との混合割合については、得られるプレポリ
マーＰ内に、バインダとして接着作用を発現する未反応のＮＣＯ基を含有するように、そ
の混合時のイソシアネートインデックスが２５０以上となるように設定される。前記未反
応のＮＣＯ基は、後述 [００３３ ]する積層一体化工程Ｓ３において、水分および触媒の存
在下で加熱されることにより尿素結合を形成するものであり、この結合によって前記吸音
材１２および補強材１４等の接着が強固なものとなる。硬質ポリウレタンからなる前記吸
音材１２と、ガラスマットからなる前記補強材１４とは基本的に接着が困難であるが、樹
脂化により発現する接着作用であれば、該部材１２、１４間を充分に強固に接着し得る。
【００２３】
(プレポリマー付与工程Ｓ２について )
前記プレポリマー付与工程Ｓ２は、前述の如く、前記プレポリマー準備工程Ｓ１で得られ
たプレポリマーＰを加熱し溶融状態として、前記補強材１４の基となる長尺材１３に所要
量付与し、その後、該長尺物１３を所要の長さに切断することで、該プレポリマーＰが付
与された補強材１４を得る工程である。具体的には、前記プレポリマー付与装置４２によ
りプレポリマーＰの溶融および長尺物１３への付与を実施するプレポリマー付与段階Ｓ２
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１と、前記切断装置４６により該プレポリマーＰの付与された該長尺物１３を所定長さに
切断し、補強材１４を得る切断段階Ｓ２２とから構成される。
【００２４】
前記プレポリマー付与段階Ｓ２１においてプレポリマーＰは、６０℃以上の加熱下におか
れることで溶融して所要の流動性を示し、これによりスプレー装置またはロールコータ等
の各種コータ装置であるプレポリマー付与装置４２により、所定量付与可能となる。前記
長尺物１３に対する付与量は、１０～６０ｇ／ｍ 2程度であり、好適には２０～３０ｇ／
ｍ 2に設定される。
【００２５】
この付与量が１０ｇ／ｍ 2未満であると、充分な接着作用を示さず、使用時において前記
吸音軽量内装材１０が各部材１２、１４または１６に分離したり、該内装材１０として使
用するに足る剛性が確保できなくなったり、または得られた該内装材１０における表皮材
１６が、所謂凸凹に浮いた状態となって外観等が悪化してしまう問題が生じる。また６０
ｇ／ｍ 2を越えると、後述 ([００３３ ])する積層一体化工程Ｓ３において、過剰に存在す
るプレポリマーＰがガラスマットである補強材１４の伸び率等の物性に悪影響を与え、ホ
ットプレス時に得るべき吸音軽量内装材１０への３次元曲面形状等のプレス変形に対する
追従が困難となったり、更には該プレポリマーＰが各部材１２、１４または１６間から漏
れ出したり、場合によっては重合・樹脂化反応が短時間で完了せず、前記表皮材１６の表
面に染み出してしまう畏れがある。
【００２６】
前記プレポリマーＰの６０℃以上への加熱は、前記加熱機構４３により実施される。本実
施例における前記プレポリマー付与装置４２としては、ロールコータが採用されており、
前記加熱機構４３は該ロールコータ内に組み込まれた構成となっている。そして前記プレ
ポリマーＰは、その粘度がプレポリマー付与装置４２であるロールコータで好適に塗布し
得る一般的な粘度、すなわち２ .０Ｐａ・Ｓ程度となる温度まで加熱されることで好適に
付与される。このときの好適な粘度は、使用される前記プレポリマー付与装置４２の種類
によって様々であり、また該装置４２の種類は前記長尺物１３に対してのプレポリマーＰ
の付与量によって適宜選択される。そしてその装置形態によって、前記加熱機構４３の形
態や、付与時における該プレポリマーＰの粘度、すなわち付与温度も好適に決定されるこ
とになる。
【００２７】
前記切断段階Ｓ２２は、従来公知の汎用的な切断装置４６によって実施され、得るべき前
記吸音軽量内装材１０の大きさに合わせた寸法に切断される。ここで得るべき吸音軽量内
装材１０は、自動車等における使用部位の大きさおよび形状だけでなく、運搬性等のハン
ドリング性についても影響を与えるものであるので、その寸法の決定には各諸現について
の留意が必要である。
【００２８】
ここまでの各工程Ｓ１およびＳ２を経ることで得られるプレポリマーＰが付与された補強
材１４は、水分および触媒の存在下で加熱を施すことで、該プレポリマーＰの一部分が重
合・樹脂化してポリウレタン樹脂となり物理的なアンカー効果による接着作用を発現する
と共に、未反応のＮＣＯ基が樹脂化して化学的な接着作用を発現して接着部材としての役
割を果たすことになる。しかし、前述の接着作用は水分および触媒の存在下で、所定の加
熱が施されることで始めて発現するものであり、これらの諸要素が揃うまでについては、
単に固体状のプレポリマーＰが均質にその表面に付与された補強材１４でしかない。
【００２９】
(積層一体化工程Ｓ３について )
　前記積層一体化工程Ｓ３は、前記プレポリマーＰ付与後の補強材１４に

水分および触媒等前記水分・触媒付与機構５２により付
与する付与段階Ｓ３１と、前記ホットプレス装置５８により得るべき吸音軽量内装材１０
を構成する他の部材１６、１８および２０を積層した状態で所定温度の加熱下で加圧する
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ホットプレス段階Ｓ３２と、得られた該吸音軽量内装材１０に所定のトリミング等の後加
工を施す後加工段階Ｓ３３とから構成される。なお、ここで使用される触媒としては、ポ
リオール成分とイソシアネート成分とからポリウレタンを得るために使用される、通常の
、例えばアミン系触媒が使用される。
【００３０】
　前記付与段階Ｓ３１は、前述のプレポリマー付与工程Ｓ２で得られたプレポリマーＰが
付与された補強材１４に 対して、該プレポリマーＰの接着作用発
現に必要な水分および触媒を、水分・触媒付与機構５２により付与する段階である。そし
て本実施例の場合、予め用意され、芯材としての機能を有する前記吸音材１２のフォーム
骨格構造中に、スプレー塗布等の方法で、前記プレポリマーＰの反応に必要とされる当量
に対して、過剰な水分および触媒が均質に付与される。また付与すべき物質として、前記
水分および触媒以外に、鎖延長剤、整泡剤その他の各種添加剤を適宜添加するようにして
もよい。
【００３１】
このように水分および触媒の付与された前記吸音材１２の上下両側には、２枚の補強材１
４ ,１４がプレポリマーＰが付与された面を当接させて配置される。このように前記吸音
材１２に対して、水分および触媒を付与することで、ホットプレス時に該吸音材１２の両
側に配置される前記補強材１４ ,１４に付与されたプレポリマーＰに対して、一度に該水
分および触媒を供給することが可能となっている。また前記吸音材１２は、その構造 (フ
ォーム構造 )上、多量の水分および触媒を容易に保持し得る。なお本実施例においては、
前記水分および触媒は、付与されるに最適な状態とされ、前記水分・触媒付与機構５２に
接続された貯留タンク (図示せず )に貯留されているものである。
【００３２】
また、ここでは得られる吸音軽量内装材１０の構造から考えた場合、前記吸音材１２に対
する水分および触媒の付与が水分保持等の点から好ましいと考えられるが、該吸音材１２
ではなくプレポリマーＰが付与されている前記補強材１４に対して直接水分および触媒を
付与するようにしたもよい。また本実施例では、既に所要の寸法に切断した吸音材１２を
使用するようにしているが、該吸音材１２の切断しない長尺物として積層部５０に供給し
、その後他の部材１６、１８および２０と共に所定の寸法に切断するようにしてもよい。
【００３３】
前記ホットプレス段階Ｓ３２では、先ず前記付与段階Ｓ３１に伴って積層状態とされた吸
音材１２および２枚の補強材１４ ,１４に対して、予め用意された長尺表皮材 (１６ (長尺
物 ))、長尺裏面材 (２０ (長尺物 ))およびホットメルト型接着剤 (長尺物 )を供給機構５４に
よって所定位置に順次付与し、該積層状態とされた吸音材１２および２枚の補強材１４ ,
１４と同様の寸法、すなわち得るべき吸音軽量内装材１０の寸法に前記切断装置４６と同
様の切断装置５６で切断する。そして得られた各部材１２、１４、１６および２０等の積
層物を、前記ホットプレス装置５８により所定温度の加熱下に圧縮するものである。ここ
で使用される前記ホットプレス装置５８で実施されるホットプレスの条件は、従来公知の
方法に準じたものとなるが、例えば温度１３０℃、圧力７０ｋＰａ程度が好適である。ま
たそのプレス時間においては、前述 ([００２１ ])の如く、従来の方法に比較して大きく短
縮でき、６０秒以下、好適には１５秒以下の設定が可能である。この時間が長過ぎると、
前記表皮材１６への悪影響や、場合によってはバインダの染み出しが発生するため注意が
必要である。
【００３４】
本ホットプレス段階Ｓ３２において、前記ホットメルト型接着剤は溶融され、前記補強材
１４と裏面材２０とを接着する接着層１８が形成される。この際、前記ホットメルト型接
着剤内に含まれる、ＰＰシートが車外と車内との通気防止膜の役割を果たし、前記吸音軽
量内装材１０からなる天井材等の、所謂吸気汚れを効率的に防止するものである。なお、
自動車の構造によっては、前記裏面材２０および／または接着層１８は必須ではない。
【００３５】
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前記後加工段階Ｓ３３は、得られた吸音軽量内装材１０の最終的な形状修正等を行なうト
リミングや、最終製造製品検査等を実施する段階であり、必要に応じた作業が実施される
。そして、本後加工段階Ｓ３３を経ることで、完成品としての吸音軽量内装材が得られる
。
【００３６】
【発明の効果】
以上に説明した如く、本発明に係る吸音軽量内装材の製造方法によれば、自動車の天井材
等として好適に使用される吸音軽量内装材における表皮材の接着を、該内装材の芯材であ
る吸音材と補強材との接着に使用されるバインダで実施すると共に、該バインダとして未
反応のＮＣＯ基を含有し、６０℃以下で半硬化状態をなし、所定温度への加熱により速や
かに熱硬化性を発現するプレポリマーを使用するようにしたので、該プレポリマーによる
吸音軽量内装材の製造に際して、該プレポリマーの該表皮材からの染み出しを抑制し、美
麗な表皮状態を有すると共に、充分な接着がなされた吸音軽量内装材を製造し得る。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の好適な実施例に係る吸音軽量内装材の製造方法により得られる吸音軽量
内装材の構造を概略に示す縦断断面図である。
【図２】実施例に係る吸音軽量内装材の製造方法の製造工程を示す工程図である。
【図３】実施例に係る吸音軽量内装材の製造方法を実施する製造装置の一例を示す概略図
である。
【図４】従来の技術に係る吸音軽量内装材の製造方法により得られる吸音軽量内装材の構
造を概略に示す縦断断面図である。
【符号の説明】
１２　吸音材
１４　補強材
１６　表皮材
Ｐ　プレポリマー
１８　接着層
２０　裏面材
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【 図 １ 】

【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】
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